
◎障害者基本法の一部を改正する法律 
（平成一六年六月四日法律第八〇号）（衆）   

一、提案理由（平成一六年五月一四日・衆議院本会議） 

○山本公一君 ただいま議題となりました三法案について、提案の趣旨及び内容を御説

明申し上げます。 

 まず、障害者基本法の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 障害者の社会への参加、参画を実質的なものとするためには、障害者の活動を制限し、

社会への参加を制約している諸要因を除去するとともに、障害者がみずからの能力を最

大限発揮し、自己実現できるよう支援することが求められています。 

 最近の障害者を取り巻く社会経済情勢の変化等に対応し、障害者の自立と社会参加の

一層の促進を図るため、障害者基本法の所要の規定を見直すことを内容とする本案を提

案した次第であります。 

 次に、本案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、基本的理念として、何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別する

ことその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない旨を追加することとしておりま

す。 

 第二に、都道府県及び市町村に障害者のための施策に関する基本的な計画の策定を義

務づけることとしております。 

 第三に、障害者の福祉に関する基本的施策として、障害のある児童と障害のない児童

との交流及び共同学習の積極的な推進、障害者の地域における作業活動の場の拡充のた

めの必要な費用の助成、公共的施設のバリアフリー化、情報の利用におけるバリアフリ

ー化等の規定を設けることとしております。 

 第四に、内閣府に、障害者基本計画の案の作成に際して意見を聞く等のため、中央障

害者施策推進協議会を置くこととし、障害者の実情を踏まえた協議ができるよう委員構

成に配慮しなければならないこととしております。 

 なお、この法律は、一部を除き、公布の日から施行することとしております。 

 本案は、去る五月十二日の内閣委員会におきまして、全会一致をもって委員会提出の

法律案とすることに決したものであります。 

……………（略）…………… 

 以上が、三法案の提案の趣旨及び内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、参議院内閣委員長報告（平成一六年五月二八日） 

○和田ひろ子君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、内閣委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、障害者基本法の一部を改正する法律案は、最近の障害者を取り巻く社会経済情

勢の変化等にかんがみ、基本的理念として障害者に対して障害を理由として差別その他



の権利利益を侵害する行為をしてはならない旨を規定し、都道府県及び市町村に障害者

のための施策に関する基本的な計画の策定を義務付け、中央障害者施策推進協議会を創

設する等の改正を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院内閣委員長山本公一さんより趣旨説明を聴取し

た後、障害のある児童生徒の意思を尊重した教育の実現に向けた環境整備、障害者の雇

用の確保策、障害者差別禁止法制定に向けた検討の必要性等について質疑が行われまし

たが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 昨日、質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し七項目から成る附帯決議を行いました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に向け万全を期すべきである。 

一、障害者施策の推進に当たっては、障害者の個人の尊厳にふさわしい生活を保障され

る権利を確認した法第三条第一項の基本的理念を踏まえ、障害者が、社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に、分け隔てられることなく参加できるようにすること

を基本とすること。 

二、障害者の雇用・就業、自立を支援するため、障害者の地域における作業活動の場の

育成等を推進するとともに、併せて精神障害者の雇用率の適用・復職支援、在宅就労

支援を積極的に推進するため、これらについて法的整備を含め充実強化を図ること。 

三、障害者に対する障害を理由とする差別や権利利益侵害が行われた場合の、迅速かつ

効果的な救済のために必要な措置を検討すること。 

四、情報バリアフリー化の推進は、障害者等のコミュニケーションの保障に資するべき

ものであることにかんがみ、情報通信機器やアプリケーションの設計面のみならず、

コンテンツや通信サービスについても、手話、文字、点字、音声等の活用による改善

及び充実を促進すること。 

五、障害のある児童・生徒とその保護者の意思及びニーズを尊重しつつ、障害のある児

童・生徒と障害のない児童・生徒が共に育ち学ぶ教育を受けることのできる環境整備

を行うこと。 

六、「障害者」の定義については、「障害」に関する医学的知見の向上等について常に留

意し、適宜必要な見直しを行うよう努めること。 

  また、てんかん及び自閉症その他の発達障害を有する者並びに難病に起因する身体

又は精神上の障害を有する者であって、継続的に生活上の支障があるものは、この法

律の障害者の範囲に含まれるものであり、これらの者に対する施策をきめ細かく推進

するよう努めること。 



七、国連における障害者権利条約の策定等の動向を踏まえ、制度整備の必要性について

検討を行うこと。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


